
 

昨年度からの変更点（予定を含む）及び注意事項など 

 

項目 変更点（予定を含む）や注意事項 

(１) 特色ある幼児教育等振興事業につい

て（幼・幼保） 

○国の制度改正に伴う、取組み区分及び補助条件の

見直しをすること。 

(２) 特別支援教育費補助金について（幼・

幼保） 

○幼稚園型認定こども園の並列型について、令和３

年度から２号認定も対象となる。 

(３) 教育改革推進特別経費について（共

通） 

○国の制度改正に伴い、取組み区分及び補助条件の

見直しをすること。 

○「預かり保育（通常）」に係る基礎単価について、

日数条件の変更（開園日の半分以上→開園日の 4/5

以上）及び時間ごとの区分が新設、加算単価につい

て、増額を予定していること。 

(４) 私立学校耐震化支援事業費補助金に

ついて（幼・高・特） 

 

(５) 私立学校振興費（運営費）補助金につ

いて（幼・小・中・高・特） 

 

(６) 私立学校被災児童生徒等就学支援事

業について（共通） 

○令和２年４月から、専修学校専門課程の無償化が

開始されているので、無償化が優先されること。 

(７) 計算書類及び収支予算書等の届出及

び監査事項について（共通） 

○令和３年度においても私立学校法等における期

限の定めのある規定の取扱いについては、柔軟な対

応を継続するもの。 

(８) 私立学校法関係法令に基づく認可・届

出について（共通） 

 

(９) いじめ防止対策について（小・中・高・

特） 

 

(10) 私立高等学校等就学支援金交付金に

ついて（高・特） 

 

(11) 高校等専攻科の生徒への修学支援に

ついて（高・特） 

○所得判定基準が変更されること。 

(12) 学び直しへの支援事業について（高・

特） 

○支給限度額の表において、令和３年４月分から令

和４年５月分まで、通算 74、年間 30単位としてい

たものを「通算 74単位」と読み替えるもの。 

(13) 私立高等学校等授業料等減免等事業

補助金について（高・特） 

 

 

（別紙） 

 



(14) いわての学び希望基金大学等進学支

援一時金給付事業について（高・特） 

○年収が 350 万円未満程度の世帯の者を対象とす

ること。 

(15) いわての学び希望基金教科書購入費

等給付事業について（高） 

○年収が 350 万円未満程度の世帯の者を対象とす

ること。 

(16) 奨学のための給付金について（高） ○特例的追加支援期間の終了及び令和３年度単価

の増額に伴う支給額の変更。 

(17) 新時代を拓く特色ある学校づくり推

進事業について（高） 

 

(18)  私立専修学校専門課程授業料等減免

補助金について（専） 

○年収 380 万円未満程度の世帯について設置者が

行う授業料及び入学金の減免に要する経費の補助

制度であること。 

(19) いわて職業人材育成事業費補助金に

ついて（専）⇒資料なし 

○令和２年度で事業終了 

 


